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介護報酬における「地域区分」の見直しに関する要望 

 

平素より高齢者福祉・介護施設の運営に対し格別の御配慮を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。 

さて、令和６年８月の人事院勧告において国家公務員の地域手当が見直されたことで、

介護報酬においても令和９年度介護報酬改定で、地域区分の見直しが予定されておりま

す。 

しかしながら、提示された見直し案では宇都宮市における上乗せ割合が２％減額され、

標準的な特養モデルでの試算で１施設当たり介護報酬３３８万円（年額）の減額が見込

まれる事態となっております。 

長引く物価高騰、特に光熱費や食材料費の著しい上昇によるコスト増、介護人材の流

出などにより介護施設の運営はますます厳しくなる中、介護報酬の引き下げは介護施設

の経営基盤を揺るがし、ひいては市民への安定的な介護サービスの提供に重大な支障を

きたす恐れがあります。 

つきましては、高齢者福祉・介護施設の厳しい経営状況を御賢察のうえ、下記項目に

ついて支援くださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 宇都宮市の意向表明等について 

  今般の地域区分の見直しに関する国の意向調査において、「地域区分の見直しに伴

う報酬の減額は、地域の施設の経営に甚大な影響を与える」旨の意向表明をなされた

と伺っておりますが、介護報酬の激変緩和のための経過措置や現行級地を維持する特

例措置などを講じるよう、国へ働きかけられるよう要望いたします。 

 

２ 宇都宮市の支援策について 

  国による経過措置等が不十分であった場合、地域包括ケアシステムの崩壊を防ぐた

め、市として激変緩和のため処遇改善策等を講じていただきますよう要望いたします。 


